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日本のエネルギー

電源構成に占める化石燃料依存度
出典：「電源開発の概要」等を基に作成。発電電力量を用いて％を算出。
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34位 ルクセンブルク3.5％

OECD諸国の一次エネルギー自給率比較(2013年)
出典：IEA「Energy Balance of OECD Countries 2015」を基に作成
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自給率の近年の推移
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東日本大震災以降、一次エネルギーの自給率は大きく低下し、
先進国の中で最も低い水準です。

東日本大震災以降、原子力発電の停止により電力の供給を
海外からの化石燃料に頼っており、その依存度は過去最高
の水準にあります。

コラム：オイルショックの経験
　１９７０年代、中東情勢の悪化にともない二度にわたって原油価格が高騰、
いわゆるオイルショックが発生しました。
　第一次オイルショック（１９７３年１０月～１９７４年８月）では、国際原油
価格はわずか３ヶ月で約４倍になり、モノ不足感から多くの商品の買い急ぎ、
買い占め、売り惜しみ、便乗値上げなどの社会的パニックになりました。
　第二次オイルショック（１９７８年１０月～１９８２年４月）では、国際原油
価格は約３年間で約２．７倍になり、物価上昇、経済成長率も減速するなど
経済社会に大きな影響を与えました。

一次エネルギー：エネルギーのうち、加工する前の、自然界に存在
するもの。内訳は石炭、原油、天然ガス、太陽光・地熱などの再生
可能エネルギー、原子力、水力です。IEA（国際エネルギー機関）は
原子力を一次エネルギー自給率に含めています。
OECD（経済協力開発機構）：OECDは、先進国間の自由な意見
交換・情報交換を通じて、1)経済成長、2)貿易自由化、3)途上国支
援（これを「OECDの三大目的」といいます）に貢献することを目的
としています。OECD加盟国は2014年10月末現在34か国です。

電気料金の推移（1995～2014年度）
出典：電気事業連合会「電力需要実績」、「電気事業便覧」を基に作成
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主要国の電気料金（2013年、$/MWh）
出典：IEA「Energy Prices & Taxes First Quarter 2015」を基に作成
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（円/kWh）

● 一般電気事業者10社を対象
● 電灯料金は、主に一般家庭部門における電気料金の平均単価で、電力料金は、自由化対象需要分を
　 含み、主に工場、オフィス等に対する電気料金の平均単価。
　 平均単価は、電灯料収入、電力料収入をそれぞれ電灯、電力の販売電力量(kWh)で除したもの。
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原子力発電所が停止し、化石燃料による発電に依存している
ことから、二酸化炭素の排出量は増加しています。

温室効果ガス排出量の推移（2010～2013年度）
出典：日本の温室効果ガス排出実績（環境省）、電気事業連合会「電気事業における環境行動計画」を基に作成
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(※)「電力部門のCO2排出量」は、一般電気事業者によるエネルギー起源CO2排出量

温室効果ガス：大気を構成する気体のうち赤外線を吸収し再放出する物質であり、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒
素、ハイドロフルオロカーボン類、パーフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素の７種が含まれます。
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化石燃料の依存度が高まるとともに、日本の電気料金は
大きく上昇しています。
諸外国と比較しても日本の電気料金は高く、特に産業部門に
おいては国際競争力への悪影響も懸念されます。

自給率の低下 電力コストの上昇 CO2排出量の増加

我が国が直面するエネルギー制約

※図中の料金に消費税は含まれません。
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自給率の低下 電力コストの上昇 CO2排出量の増加

安定供給 (Energy Security) 経済性 (Economical Efficiency)

安全 (Safety)

環境 (Environment)

エネルギー制約の克服に向けて

電源別二酸化炭素排出係数
出典：電力中央研究所資料
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電源別発電コスト
出典：発電コスト検証ワーキンググループ報告
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温室効果ガス排出量
欧米に遜色ない削減目標

国産、準国産エネルギー源である再生可能エネルギー、
原子力の活用

●

安価な電源である原子力発電、石炭火力の活用● CO2を排出しない再生可能エネルギー、原子力の活用
石炭火力の効率化、LNG火力の活用

●
●

コストの抑制

原子力の
可能な限り
の低減

再エネの
導入

石炭の
活用

LNGの
効率化

CO2抑制 自給率向上
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の低減再エネの

最大限導入 LNGの
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経済成長等によるエネルギー需要の増加を見込む中、徹底した省エネルギーの推進により、
石油危機後並みの大幅なエネルギー効率の改善を見込みます。

徹底した省エネルギーの推進 バランスのとれたエネルギー供給

産業・業務部門における取組例

最終エネルギー消費原単位の推移
出典：総合資源エネルギー調査会　省エネルギー・新エネルギー分科会　省エネルギー小委員会資料より資源エネルギー庁作成
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省エネ量の分野別内訳
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24％

家庭
23％

運輸
32％

約5000万kl

家庭部門における取組例
ハード面

● 省エネ基準適合住宅
　の新築・改修
● 高効率家電・給湯器
　への買換え

ソフト面
● クールビズ・ウォーム
　ビズの実施徹底
● 家庭エコ診断の実施

ハード面
● 高効率な省エネ設備の導入
● 革新的技術の開発・導入

ソフト面
● クールビズ・ウォームビズの実施徹底
● 省エネ診断の実施

● IoT等を活用したエネルギーマネジメント（FEMS、BEMS）
● 業種間連携省エネ、 エネルギーの面的利用

運輸部門における取組例
ハード面

● 燃費改善
● 次世代自動車の導入

ソフト面
● モーダルシフト
● 共同輸配送

④GPS等による自己位置
　推定技術

③車間距離制御・隊列形成技術
（自動追尾・操舵技術）

①車線維持技術
②周辺環境認識・衝突回避技術

縦列走行に必要な技術のイメージ工場 建築物

変圧器
例：高効率変圧器

例：高効率空調

例：高効率照明
（LED含む）

例：高効率ヒートポンプ、
高効率ボイラ、コージェネ

その他
例：冷蔵・冷凍設備

工業炉
例：高性能工業炉

空調

照明設備 給湯（高効率熱源）

省エネ診断
（現状把握）
原単位の管理
用途別消費量の把握
設備効率の把握

DA

P

無駄の抽出
計画プログラム実施
広報・教育・訓練

改善効果の把握
計測・記録

管理基準の見直し
計画プログラム見直し

目的及び目標の設定
管理標準の作成
改善計画プログラム

計画

改善実施

効果検証

見直し

C

2013年度
（実績）

電力
9,666
億kWh

電力
9,808
億kWh

2030年度2013年度
（実績）

2030年度
（省エネ対策後）

徹底した省エネ
5,030万kl程度

（対前年比▲13％程度）

電力
28％
程度

熱、ガソリン、
都市ガス
72％程度

326百万kl程度
最終エネルギー消費

361百万kl

電力
25％

熱、ガソリン、
都市ガス
75％

経済成長
1.7％/年 経済成長

1.7％/年

電力需要の見込み図10 省エネ量の分野別内訳図11エネルギー需要の見込み図9

3Ｅ＋Ｓを実現するエネルギーミックス

徹底した省エネ
1,961億kWh程度
（対前年比▲17％）

HEMSによる見える化、エネルギーマネジメント

● ITS、自動走行 ● エコドライブ、カーシェアリング

ハイブリッド自動車 燃料電池自動車

天然ガス自動車

電気自動車

プラグインハイブリッド自動車

クリーンディーゼル自動車

次世代自動車

設備・機器の高効率化の更なる推進だけでなく、エネルギーマネジメントを通じたエネルギーの最適利用や
エネルギー消費の見える化などを進め、スマートできめ細かな省エネに取り組むことが必要となります。

HEMS：Home Energy Management System IoT：Internet of Things
FEMS：Factory Energy Management System
BEMS：Building Energy Management System

」

涼風

夏期

冬期

排出

日射遮蔽
太陽熱利用

省エネ換気設備

高断熱仕様高効率給湯設備

高効率照明設備
高効率空調設備

HEMS
高断熱窓

熱

太陽
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日本の一次エネルギー自給率
出典：IEA「Energy Balance of OECD Countries 2015」を基に作成
※石油は僅少のため表示されません。

図15

％
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再生可能
エネルギー

原子力

天然ガス

徹底した省エネルギーに加え、再生可能エネルギーの導入や火力発電の効率化などを進めることで、原発依存度を可能な限り低減させつつ、
安全性、安定供給、経済効率性及び環境適合に関する政策目標の同時達成を目指します。

徹底した省エネルギーの推進 バランスのとれたエネルギー供給

億kWh程度

2030年ベースロード
電源比率：56％程度

489百万kl

再生可能エネルギー
19～20％程度

原子力
18～17％程度

石炭
22％程度
石油2％程度 石油3％程度

LNG
22％程度

原子力
22～20％程度

石炭
26％程度

LNG
27％程度

LPG3％程度 割約4

総発電電力量

12,780
億kWh程度

総発電電力量

10,650省エネ
17％程度

省エネ
＋
再エネ 再生可能エネルギー

22～24％程度

太陽光
7.0％程度

風力
1.7％程度

バイオマス
3.7～4.6％程度

地熱
1.0～1.1％程度

水力
8.8～9.2％程度

自給率の改善 電力コストの抑制 CO2排出量の削減
東日本大震災後大きく低下した我が国のエネルギー自給率は
２４．３％程度に改善します。

再エネの拡大、原発の再稼働、火力の高効率化等に伴う燃料費の
削減により、再エネの拡大に伴う固定価格買取制度の買取費用や
系統安定化費用の増加を考慮しても、電力コストは現状に比べ、
２～５％程度低減される想定となっています。
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（現状） 2030年度

9.2
兆円

5.5
兆円

5.3
兆円

3.7～
4.0
兆円

電力コストを
現状よりも引き下げる

燃料費
（火力・原子力）

FIT
買取費用
再生可能
エネルギー
系統安定化費用

原発再稼働による
燃料費削減

再エネによる
燃料費削減
火力の効率化・
構成変化による
燃料費削減

0.5兆円 0.1兆円

9.7兆円 ▲2～5％

2030年度のエネルギー起源CO2排出量は9.27億tCO2と、
2013年度総排出量比21.9%減となります。
その他の温室効果ガス排出削減量や吸収源対策等を合計すると、
2013年度比で26.0%減となり、欧米と比べても遜色ない水準です。

電力コストの構成図16

2030年度一次エネルギー供給図13 2030年度電源構成図14

温室効果ガス排出削減量目標図17

3Ｅ＋Ｓを実現するエネルギーミックス

再エネ導入による
年間買取費用の増加

石油30％程度石炭25％程度

天然ガス
18％程度原子力

11～10％
程度

再生可能
エネルギー
13～14％
程度

（水力含む）

20

(%)
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再生可能エネルギー
の導入拡大

火力発電
の高効率化

多様なエネルギー源
の活用

原子力発電の活用と
震災事故からの復興

個別のエネルギー方策

2013年度
発電電力量

2030年度
発電電力量

億kWh176
バイオマス

億kWh26
地熱

億kWh849
水力

自然条件によって出力が大きく変動する電源
太陽光、風力

億kWh程度394

億kWh程度102
～103

～981

～490

億kWh程度939

自然条件によらず安定的な運用が可能な電源

電力コストを現状より低減する範囲で
最大限の導入を図る

環境規制や地元住民との調整等に配慮しつつ
最大限の導入を図り原発依存度を低減

水力、地熱、バイオマス

3.7～4.6％程度

1.0～1.1％程度

8.8～9.2％程度

再生可能エネルギーについては各電源の個性に応じた
最大限の導入拡大と国民負担抑制の両立を図ります。

各種規制・制約への対応や支援、技術開発の推進等により、
再エネの導入を推し進めていきます。

再生可能エネルギーの発電電力量図20

2013年度
発電電力量

億kWh

2030年度
発電電力量

114
太陽光

億kWh52
風力

億kWh程度749

億kWh程度182

7.0％程度

1.7％程度

固定価格買取制度の導入により、再生可能エネルギーの導入が急速に進んでいます。
ただし、太陽光に偏った導入が進んだ結果、導入促進のための固定価格買取制度に基づく
負担（賦課金）の増加や系統接続制約などの問題も顕在化しています。
再生可能エネルギー（大規模水力除く）による設備容量の推移
出典：再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会資料

図18

再生可能エネルギーの固定価格買取制度：再生可能エネルギーで発電された電気を、その地域の電力会社が一定価格で買い取ることを国が約束する制度です。
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太陽光

風力

中小水力

地熱

バイオマス

余剰電力買取制度　2009年11月～

RPS制度　2002年6月～
固定価格買取制度　2012年7月～

（億円）

2,000
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8,000

1兆円

1.2兆円

再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく
賦課金総額と一家庭当たり負担額

図19

● 2012年度、2013年度は余剰電力買取制度の賦課金負担も含む数字
● 2014年度は余剰電力買取制度の賦課金負担が2014年9月の検針分まで別途発生

2014年度

賦課金総額
約

億円6,500

約 円

一家庭当たり
月額
225（ ）

2015年度

賦課金総額
約

兆円1.3

約 円

一家庭当たり
月額
474（ ）

2013年度

賦課金総額
約

億円3,500

約 円

一家庭当たり
月額
105（ ）

2012年度

賦課金総額
約

億円1,900
約 円

一家庭当たり月額
66（ ）

再エネ発電の出力変動

火力等他電源や
大型蓄電池による
出力調整

送電系統運用
（需給・周波数調整）

送電ネットワーク

電力系統出力変動対応技術研究開発

年平均伸び率33％

約 倍4 約 倍7

約 倍3 約 倍4

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

Ⅰ：予想からの最適化
気象予報、需要予測などから
変動予測を最適化

Ⅱ：制御からの最適化
風力の出力制御（風力発電の
組み合わせを含む）の最適化

Ⅲ：運用からの最適化
火力等他電源、大型蓄電池
など発電源の運用最適化
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パイプライン

オフィスビル病院

商業ビル
住居ビル

ホテル

学校・図書館
行政施設

イベントホール

再生可能エネルギー
の導入拡大

火力発電
の高効率化

多様なエネルギー源
の活用

原子力発電の活用と
震災事故からの復興

個別のエネルギー方策

※図中の発電効率、排出原単位の見通しは、現時点で様々な仮定に基づき試算したもの。 写真：三菱重工業(株)、常磐共同火力(株)、三菱日立パワーシステムズ(株)、大崎クールジェン(株)

石炭火力発電及びＬＮＧ火力発電については、コストと環境面のバランスに配慮しつつ、
更なる高効率化を図り、その有効活用を推進していきます。

各部門における燃料の多様化を図るとともに、再生可能エネルギーを含む熱利用の
面的な拡大など地産地消の取組を推進していきます。

運輸部門における非石油系燃料の導入例

再生可能エネルギー熱の活用事例

40％

45％

50％

55％

60％

65％

発電効率
(送電端HHV)

IGFC

1700℃級 IGCC

1700℃級GTCC

AHAT

高湿分空気利用ガスタービン（AHAT）

ガスタービン復号発電（GTCC）

A-USC

高温高圧蒸気タービンによる
微粉炭石炭火力。
発電効率：46％程度
CO2排出：710g/kWh程度
技術確立：2016年度頃目途

汽力方式の微粉炭石炭火力。
発電効率：40％程度
CO2排出：820g/kWh程度

石炭ガス化複合発電(IGCC)
石炭をガス化し、ガスタービンと蒸気
タービンによるコンバインドサイクル
方式を利用した石炭火力。
発電効率：46～50％程度
CO2排出：650g/kWh程度（1700℃級）
技術確立：2020年度頃目途

石炭ガス化燃料電池複合発電(IGFC)
IGCCに燃料電池を組み込んだ
トリプルコンバインドサイクル方式の石炭火力。
発電効率：55％程度
CO2排出：590g/kWh程度
技術確立：2025年度頃目途

IGCC（空気吹実証）

超々臨界圧(USC)

石炭火力

LNG火力

現在 2020年度頃 2030年度

CO2約3割減

CO2約2割減

CO2約2割減

CO2約1割減

太陽熱
－東京ガス熊谷支社
　など

下水熱
－後楽一丁目地区
－幕張新都心ハイテク
　ビジネス地区
　など

河川熱
－箱崎地区
－中之島二・三丁目地区
－天満橋一丁目地区
－富山駅北地区
　など

先進超々臨界圧(A-USC)

超高温（1700℃以上）ガスタービンを
利用したLNG用の複合発電。
発電効率：57％程度
CO2排出：310g/kWh程度
技術確立：2020年度頃目途

ガスタービンと蒸気タービンによる複合発電。
発電効率：52％程度
CO2排出：340g/kWh

中小型基向けのシングルサイクルのLNG
火力発電。高湿分の空気の利用で、大型
GTCC並の発電効率を達成。
発電効率：51％程度
CO2排出：350g/kWh
技術確立：2017年度頃目途

超高温ガスタービン複合発電 GTCCに燃料電池を組込んだトリプル
コンバインドサイクル方式の発電。
発電効率：63％程度
CO2排出：280g/kWh程度
技術確立：2025年度頃目途

ガスタービン燃料電池複合発電(GTFC)

GTFC

電気自動車 バイオ燃料 燃料電池自動車写真提供：電源開発

最新鋭の高効率石炭火力発電所「磯子火力発電所」

未利用熱の活用事例
発電所廃熱利用
－川崎スチームネット
川崎火力発電所から出る蒸
気を京浜コンビナート内に立
地する周辺の工場10社(化学
工場等)に供給。

下水汚泥償却排熱利用
－六甲アイランド集合住宅地区
六甲アイランドエネルギーサービスが
下水スラッジセンタの汚泥焼却排熱を
近隣の集合住宅に供給。
供給条件はスラッジセンタの稼働次第
で変動する成り行きでの供給。

地域冷暖房

・2002年に新1号機、2009年に新2号機が運転開始。
・総出力：120万ｋW（1号機、2号機総計）
・蒸気条件：超々臨界圧
・熱効率（発電端、LHV）：約45％（日本の平均：約42％）
・二酸化炭素排出係数：約0.75kg-CO2/kWh（日本の平均：約0.81kg-CO2/kWh）

・SOx排出：10ppm（改善前60ppm）、NOx排出：13ppm（改善前159ppm）
※大気汚染物質も大幅に低減し、世界最高水準の熱効率、環境負荷低減を実現

CO2排出係数（二酸化炭素排出係数）：電気事業者がそれぞれ供給（小売り）した電気の発電に伴い、燃料の燃焼に伴って排出された二酸化炭素の量を、当該電気事業者が供給
（小売り）した電力量（kWh）で除した値です。法律上の単位はt-CO2（トン・シーオーツー）/kWhを用います。
SOx排出、NOx排出：SOxは硫黄酸化物、NOxは窒素酸化物のことを示し、大気汚染防止法で排出規制が行われています。

リプレース前と比較して17％改善

次世代火力発電技術の高効率化、低炭素化の見通し
出典：次世代火力発電の早期実現に向けた協議会「次世代火力発電に係る技術ロードマップ 技術参考資料集」

図21

冷水や温水等を一箇所でまとめて製造し、供給するシステムです。
“まとめて”製造・供給することによって省エネルギーや省CO2
など様々なメリットを実現します。
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青森県
電源開発㈱大間原子力発電所北海道

北海道電力㈱泊発電所

1 2 3

青森県
東北電力㈱東通原子力発電所

宮城県
東北電力㈱女川原子力発電所

福島県
東京電力㈱福島第一原子力発電所

福島県
東京電力㈱福島第二原子力発電所

東京電力㈱東通原子力発電所
1

1

1

新潟県
東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所

1 2 3 4 5 6 7
石川県
北陸電力㈱志賀原子力発電所

日本原子力発電㈱敦賀発電所

1 2

1 2
関西電力㈱美浜発電所

1 2 3
関西電力㈱大飯発電所

21 3 4
関西電力㈱高浜発電所

21 3 4

2 3

静岡県
中部電力㈱浜岡原子力発電所

3

茨城県
日本原子力発電㈱東海第二発電所

4 5

4

1

11 22 33

11

11

22

44 55 6611

2 3

愛媛県
四国電力㈱伊方発電所

1 2 3

島根県
中国電力㈱島根原子力発電所

2 3
佐賀県
九州電力㈱玄海原子力発電所

2 3 4

鹿児島県
九州電力㈱川内原子力発電所

1 2

福井県

50万kW未満 100万kW未満

出力規模

100万kW以上

再稼働した原子力発電所

停止中の原子力発電所

建設中の原子力発電所

廃止を決定した原子力発電所

新規制基準への適合確認申請した炉

(設置状況)

(延長：約1,500m、凍土量：約7万m3)

(設置状況)

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉等に向け、中長期のロードマップを策定し、
それに基づいた取組が進められています。

中長期ロードマップの考え方と現在の状況
出典：「東京電力㈱福島第一原子力発電所の廃炉措置等に向けた中長期ロードマップ」を基に作成

図23

福島第一
原子力発電所

福島第二
原子力発電所

帰還困難区域
居住制限区域
避難指示解除準備区域
旧避難指示区域

解除日： 田村市（平成26年4月1日）
川内村（平成26年10月1日）

出典：原子力災害対策本部資料を基に作成
20km

避難指示解除
（2015年9月5日）

楢葉町

2011年12月
（初代ロードマップ策定） 2013年11月 2021年12月

安定化に
向けた取組

冷温停止達成 使用済み燃料プール内
の燃料取り出し開始
までの期間

燃料デブリ取り出しが
開始されるまでの期間

廃止措置終了までの期間
・冷温停止状態
・放出の大幅抑制

（2年以内） （10年以内） （30～40年後）

第１期 第2期 第3期

多核種除去設備(ALPS)
タンク内の汚染水から放射性
物質を除去しリスクを低減さ
せます。

凍土方式の陸側遮水壁
建屋を凍土壁で囲み、建屋へ
の地下水流入を抑制します。

海側遮水壁
１～４号機海側に遮水壁を
設置し、汚染された地下水の
海洋流出を防ぎます。

事故時の4号機 燃料取り出しカバーが
設置された４号機

２０１３年１１月１８日より、第１期
の目標である４号機使用済燃料
プールからの燃料取り出しを開始。
２０１４年１２月２２日に完了。

凍土遮水壁

凍結プラント

４号機燃料の取り出し状況

4号機の現状

安全性を最優先し、原子力規制委員会により新規制基準に適合すると認められた原子力
発電は、再稼働を進めていく方針です。

再生可能エネルギー
の導入拡大

火力発電
の高効率化

多様なエネルギー源
の活用

原子力発電の活用と
震災事故からの復興

個別のエネルギー方策

原子力発電所の運転状況について（2016年１月１日時点）
出典：資源エネルギー庁にて作成

図22

国内の原子力発電所は46基（新規制基準への適合性確認は16原発26基が申請）

建屋撤去範囲 燃料取り出し用カバー

原子炉建屋

田村市、川内村に続き、2015年9月に楢葉町の
避難指示を解除しました。除染やインフラ・生活
関連サービスの復旧等、解除と帰還・復興に向
けた取組を加速していきます。
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